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会 議 録 

会議の名称 令和４年度第１回つくば市成年後見制度推進事業運営委員会 

開催日時 令和４年(2022 年)６月 29 日 開会 14:00 閉会 15:30 

開催場所 つくば市消防庁舎３階多目的ホール 

事務局（担当課） 障害者地域支援室、地域包括支援課 

 

 

出 

席 

者 

 

 

委員 
椎名清和、山田昌典、小川直宏、佐久間弘一、萩原直木、塚

本武志、原口朋子、森本匡博、長卓良 

その他 水戸家庭裁判所土浦支部 主任書記官 武井徳勝 

事務局 

福祉部     ：安曽部長、根本次長 

障害福祉課   ：岡田課長 

障害者地域支援室：福田室長、片桐主任 

地域包括支援課 ：会田課長、藤田係長、竹林主任 

つくば市社会福祉協議会：河原井所長、國府田主事、堤主事 

欠席委員 宮原節子、後藤真紀、根本けい子 

公開・非公開の別 ■公開 □非公開 □一部公開 傍聴者数 ０人 

非公開の場合は 

その理由 

 

議題 会議次第のとおり 

 

 

会

議

次

第 

 

１ 開 会 

２ あいさつ 

３ 事務局紹介 

４ 協議事項 

 (1) つくば市成年後見制度利用促進基本計画の進捗について 

５ その他 

６ 閉会 
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○事務局（福田室長） 

 （開会の案内） 

 

〇安曽部長 

 （部長あいさつ） 

 福祉部長の安曽でございます。新型コロナ感染対策のため着座にて失礼いたし

ます。令和４年度第１回つくば市成年後見制度推進の運営委員会の開催にあたり

まして、一言ごあいさつを申し上げます。 

本日はお忙しい中、また大変暑い中お集まりいただきまして誠にありがとうご

ざいます。今年は、今月の 27 日月曜日に関東地方で観測史上最も早い梅雨明けと

なっております。梅雨明け十日の晴れということが言われておりまして、その名

のとおり非常に良い天気が続いているわけでございますが、それに加えて気温も

急上昇し、連日猛暑日が続いている状況でございます。新型コロナウイルス感染

が始まってからマスクをつけることが日常的となりましたけれども、マスクの着

用についても熱中症のリスクが高まるということで、最近では、屋外ではマスク

を外すということも推奨されています。いずれにしても新型コロナ対策と熱中症

対策両方とも講じることが必要な状況です。 

 さて、改めまして、皆様には日頃より福祉行政含む市政全般に渡りまして、ご

理解ご尽力いただき厚く御礼申し上げます。つくば市では、障害や認知症があっ

ても、人はその人らしく尊厳ある生活を送っていけるよう令和３年度から５年度

までの３年間のつくば市成年後見制度利用促進基本計画を策定しまして、つくば

後見センターを始め関係機関、団体と連携し日常的に取り組んでいるところでご

ざいます。 

 本日の会議では、計画の進捗のご報告を申し上げていくとともに、つくば市の

現状における課題や改善点等忌憚のないご意見をいただくとともに、尊厳のある

本人らしい生活をしていくために専門的なご助言をいただきたいと思います。 

今後、認知症や独り暮らしの高齢者が増加することが見込まれており、さらな

る地域ネットワーク体制の充実が必要であると感じております。引き続きご指導、

ご協力をお願いしたいと思います。以上簡単ではございますが、ごあいさつとさ

せていただきます。引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。 
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○事務局（福田室長） 

 （出席委員数、欠席委員名、オブザーバー紹介） 

 

○椎名委員長 

 （委員長あいさつ） 

つくば国際大学の椎名と申します。よろしくお願いします。私も着座で挨拶を

させていただきます。 

 思いもよらない暑さが続いておりますが、皆様いかがでしょうか？どうしてい

ったらいいのか、ちょっと戸惑うようなことも出てきて、そうすると地域で暮ら

されている知的障害、精神障害、認知症の方達もやっぱりすごく悩まれることが

多いと思われます。そういう時に成年後見人というパートナーがしっかり近くに

いてくれるとこの暑さも何とか乗り切れるかなということを思っていたり、ある

いは、先ほどあったような成年後見制度利用促進基本計画、つくば市や近隣の自

治体でもあれこれ色々考えながら、ちょっと暗中模索のようなところもあったり

するかと思いますので、是非我々自身も各自治体のパートナーという立場になっ

てよりよい計画ができるように色々と準備をしていきたいと思いますので、ご協

力いただきますようよろしくお願いします。 

 

○事務局（福田室長） 

（市役所各職員紹介） 

 

○事務局（河原井所長） 

 （つくば市社会福祉協議会各職員紹介） 

 

○事務局（福田室長） 

それでは、つくば市成年後見制度推進事業の運営委員会設置要綱の第５条第２

項におきまして、委員長は委員会を代表して会議を総理するとなっておりますの

で、これ以後の委員会の議事進行を椎名委員長にお願いしたいと思います。どう

ぞよろしくお願いいたします。 
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○椎名委員長 

 はい、それではよろしくお願いします。議事に入る前に、市政運営の透明性の

向上を図ることを目的とするつくば市附属機関の会議及び懇談会等の公開に関す

る条例第３条により、本委員会は公開会議といたします。 

 それでは、資料に沿って議事を進めて参ります。協議事項１、つくば市成年後

見制度利用促進基本計画の進捗について事務局より説明お願いします。 

 

○事務局（竹林主任） 

 （配布資料紹介） 

 

○事務局（片桐主任） 

 （資料１、当日配布資料を説明） 

第２期つくば市成年後見制度利用促進基本計画の策定にあたり、つくば市障害

者プランとつくば市高齢者福祉計画の次期計画策定の際にアンケートを実施する

予定。アンケートの質問と回答項目は、前回との差を比較するために前回同様の

内容で検討している。 

 

○事務局（藤田係長） 

 （資料１を補足説明） 

 進捗確認の基準は現在検討中。 

 つくば市社会福祉協議会で多くの権利擁護の相談に対応。 

 周知活動も継続的に実施中。 

 団塊世代が後期高齢となる 2025 年問題など踏まえて、権利擁護支援の件数

が更に多様化し増大することを見込んだ取組が今後一層求められる。 

 

○事務局（河原井所長） 

 （参考資料２の説明） 

 

〇椎名委員長 

 只今のご報告で、委員の皆様からご意見、ご質問について頂戴したいと思いま

す。 
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（各委員へ質問、意見の確認） 

〇小川委員 

成年後見人等受任状況の後見の累計が合計８件と伺ったが、新規の受任者件数、

継続しているものどちらか？（参考資料２ ７ページについて） 

 

○事務局（河原井所長） 

 令和４年３月末日までに受任、稼動していた件数。 

 

〇山田委員 

 つくば成年後見センター相談実績の数値が827件と計画値よりもかなり大きい。

ほかの数値を見るとそんなに大きく伸びていないが、つくば成年後見センターの

みこれだけ実績値が増えていることの理由や原因をどのように分析しているか？

（資料１ ５ページについて） 

 

○事務局（福田室長） 

つくば成年後見センターの開設以来、広く周知活動をした効果と認識している。

社協通信の個別配布などで制度を知らなかった一般の方々の目に触れる機会が非

常に増えてきたことが関係していると考えている。 

地域包括支援センターと障害福祉分野については、周知等が不足している可能

性があること、権利擁護に係る相談がつくば成年後見センターに集まっているこ

とが考えられる。 

 

○事務局（河原井所長） 

今後、相談件数増加による相談体制など工夫が必要と見込んでいる。 

平成 30 年度は 120 件、令和２年度の相談対応件数は 375 件という推移で増加し

ている状況（資料に掲載ないため口頭で説明）。 

 

〇山田委員 

周知活動が効果をあげているということだが、具体的にどんな活動が効果をあ

げていると考えられるか？（参考資料２について） 

 



 

6 

 

○事務局（河原井所長） 

テーマ別講座の実施のほか（参加者自身にテーマ性や課題を持っている傾向あ

り）、講座に参加したことをきっかけに実際の相談に結びつくことが考えられる。 

つくば成年後見センターの活動以外で、制度に関する社会的な関心やメディア

の紹介による影響も大きいと考えている。 

 

〇山田委員 

 関係団体との連携について、法律関係者団体の部分で今後連携体制の構築が必

要と見込んでいるとか、福祉関係者団体の部分で日常的に連携しながら支援を実

施している、それから水戸家裁土浦支部と連携体制の構築を検討していくとある

が、それぞれどのような具体的な内容を念頭に置いているのか？連携といっても

幅広いので、少し教えていただきたい（資料１ 13 ページについて）。 

 

○事務局（福田室長） 

現状法律関係者団体と連携している例はまだ少ない。日頃の業務の中で受ける

相談を受け進めていく中で、専門的な法律の知識や考え方、判断が求められる際

に一緒に考えてもらえる場面を増やしていきたいと考えている。 

福祉関係者団体との連携について、行政側（障害者地域支援室、地域包括支援

センター）と障害福祉サービス事業所や介護サービス事業所などの民間事業所と

個々の様々な事例を通して、情報交換や相互理解ができるお互いの顔が見える中

でやり取りができる機会を構築している。 

水戸家庭裁判所との連携についてつくば市成年後見制度推進事業のオブザーバ

ー参加以外の場面で接するところは少ないが、成年後見制度の申立の手続きなど

で助言をいただくこともある。今後可能であれば、助言をいただく機会や、行政

側の連携状況等を多く目に触れていただく場面をこれまで以上に増やしていきた

いと考えている。 

 

○山田委員 

 水戸家裁土浦支部との連携体制について、裁判所側の意向もあると思うが、市

から裁判所に相談する際に、個別の申し立てや個別の事件を超えた団体同士とし

てどういう連携を構築するか検討が必要。一つの例として、検察庁、弁護士会、
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裁判所それぞれが要望を出し合って改善していくという法曹三者協議会というも

のがある。水戸家裁土浦支部と市との間で、お互いがスムーズに仕事をするため

連絡調整のような場を持つことは考えられると思うので、それについて水戸家庭

裁判所土浦支部のご意見を聞いてみたい。 

 

〇オブザーバー（武井様） 

 個別の申立事案については、これまでどおり土浦支部とやり取りする中で情報

交換していただくことになる。全体的なところでは、まずは本庁（水戸家庭裁判

所）に問い合わせていただき、内容によっては土浦支部に案内をされる流れにな

ると思われるので、もし今後何かしらやり取りするのであれば、スムーズに進め

ていくためにもまずは本庁と相談するのが適当と思われる。 

 

〇椎名委員長 

 各市町村で中核機関が設置されてきているので、個別のやり取りは中々難しい

ところがあるかもしれません。計画の転換期で協議ができるようになるといいか

なと思います。 

 

〇塚本委員 

 精神障害者の数字が０となっているが、厚生労働省の調査によると、約７割近

い精神障害者が家族と同居している。障害年金と足りない部分は家族が負担して、

生活のやり繰りをしている。作業所に通っても収入が１万円か２万円ぐらいだか

ら、中々自立ができていない。知的障害と精神障害の方も多くいるが、９割近く

の知的障害の方は家族と同居していると思うが、精神障害の方は７割近い人が同

居の家族に頼って生活をしている。中々今の状況では相談の場面に出てこないと

思う。ただ、今は三障害一緒ということで、もっと自立していこうという流れに

なってきているので、だんだん相談が増えてくると思う。やっぱり自立すると色

々トラブルが出てくるので、当然こういうところに相談が来ると思うので、そう

いった意味ではこれからもよろしくお願いしたいと思う（参考資料２ ７ページ

について）。 
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〇萩原委員 

 つくば成年後見センター相談延べ件数について、つくば市も色々な町村が集ま

ってできたので、高齢化率など地域によってだいぶ違うと思う。相談件数が増え

ている場所などでそれぞれ偏りや特色、数字はあるのか？（資料１ ５ページに

ついて） 

〇事務局（河原井所長） 

 統計による数値を出してはいないが、相談を受けている中で筑波、茎崎地区が

多い傾向にあり、高齢化率の高さも出ていることが推測される。 

 

〇萩原委員 

 普段診察をしていると独居で一人の方の割合とか、結構地域によって差がある

という印象を持つが、地域の事情によって対策を少しずつ変えたり、力を入れる

ところとか考えながら市全体で活動できるようになるといいと思う。 

 

〇椎名委員長 

 相談経路について、今後の戦略プランにつながるようなデータの集計、調査を

組み込んでいけるといいと思います。ＰＤＣＡサイクルのＰより前のＳｕｒｖｅ

ｙ（調査）が大切になると思う。ある程度知っている人の枠組みの中で増えてい

くと、制度を全然知らない人達にうまく伝わらなくなってしまうことがあります

ので。全部つくば成年後見センターで相談を受けるというよりは、筑波、茎崎地

区であれば近くの地域包括支援センターでも相談ができるので、うまく相談に繋

げていくやり方を今後どのようになるといいいのかというヴィジョンをしっかり

と描き出して、そこから落とし込めてバックキャスティングという感じで進めて

いくことが必要と感じます。今あるものを積み上げていくと一体どこにいくのか、

どのようにしていきたいのか考えていかなければと思います。 

関係団体との連携についても、具体的にどうすることが連携と考えていくか。

場合によっては、有機的な連携、またはコラボレーションというところになって

くるかもしれないし、顔の見える関係の一歩先に行きたいところ。具体的な連携

の形が何になるのか考えていくことが、次の２期計画に繋がっていく内容と感じ

ました。 

 周知広報について、認知症のある高齢者だけでなく、知的障害や精神障害の人
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たちにも広められることが必要です。例えば関係団体の方と一緒に精神障害のあ

る当事者の方たちに向けた形でどう伝えていくかとか、研修内容の組み立てをど

うしていくのか考えていけるといいのかなと思います。 

 

〇原口委員 

 成年後見等受任状況の活動例が資料に記載されているが、実際どんな活動をさ

れているのかということと成年後見等の世帯の生活支援についてもう少し具体的

に教えていただきたい（資料２ ７ページについて）。 

 

〇事務局（國府田主事） 

現在社会福祉協議会で法人後見を受任しているケースについて、ほとんどの方

が施設に入所しており、コロナ禍で中々直接面会が難しい状況でもあるが、可能

な施設であれば月に 1 回以上オンラインで面会している。直接お会いできる方に

ついては、生活状況の確認をしている。 

 コロナウイルスのワクチン接種について、保護者の同意について対応した。 

 また、法人後見受任後に、自宅から施設に入所した方や別の施設への入所を検

討されている方に対して、それぞれ施設等の調整や契約など実施した。それと併

せて、元々住んでいた賃貸住宅の解約や自家用車の廃車などの手続きに対応した。 

 

〇原口委員 

 関連事業所の中にグループホームもあるが、入居者の高齢化が課題になってき

ている。やはり、医療面で手術や入院など色々課題が出てきていて、その際にど

なたに同意していただくかの調整がすごく難しいと感じている。コロナのワクチ

ン接種の保護者同意とか対応いただいていることを聞けましたが、施設などに入

所している方の治療的な面などどのように対応されているのかぜひお伺いした

い。 

 

〇事務局（河原井所長） 

 同意していいのか、適切かどうかということを色々な方と相談しながら対応し

ている。成年後見制度利用支援という後見人を支援するという業務として、後見

人が困っていることを専門家におつなぎして回答を得るというような仕組み作り
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をしている。 

 ワクチン接種の同意については、あくまでも専門家にアドバイスをいただいた

うえで実施している。 

 

〇森本委員 

 日頃ケアマネージャーの仕事をしている中で、家族に成年後見制度について伺

っても（障害者プランの）アンケート調査の結果と同じで、知ってはいるけど詳

しいことはわからないという方が多い。対象者についても認知症の方向けという

意見が多く、障害のある方や判断能力が低下している方に向けたものとしてあま

り周知されていないような印象を受けている。気づかないで埋もれてしまってい

る方、支援を受けられていない方がいるのではと思うので、精神障害者の受任状

況が０という数字をどのように捉えていくのか、もう少し工夫して伝えていく必

要があると感じた。 

 また資料全体で地域という言葉が出てきているが、中核機関への相談は増えて

いると思うが、そのほか地域からの相談がもっと増えるように、もう少し相談が

広がって制度につながるようになれば、より計画が促進されると思う。そのため

に具体的な取り組みを進めていければいいと思う（参考資料２ ７ページについ

て）。 

 

〇事務局（福田室長） 

 障害のある方とそのご家族、支援関係者などに向けての周知や制度の促進に関

する事業内容を工夫する必要性を感じている。つくば成年後見センター主催のタ

ーゲットを絞った講座と研修の開催も一つ具体例としてはある。 

改めて情報がきちんと届く方法や工夫できる点、また、行政、つくば成年後見

センターだけでなく障害関係の支援機関などもっと身近なところから情報提供で

きる方々を増やしていく取組を検討していく必要があると受け止めた。 

 

〇小川委員 

 私が所属している公益社団法人リーガルサポートという団体の主な業務の一つ

として、家庭裁判所からの後見人の推薦依頼を受けるというものがある。前回も

報告したが受け皿としてマンパワーが不足しているという状況。受け皿として受
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けきれないところがあるので、やはり法人後見に寄せる期待がすごく大きい。 

 今後の希望として、法人後見の受任件数がどんどん増えていき、ちゃんと運用

していただきたいと思っている。我々としては、市民後見人というより法人後見

が適切と思っているので、法人後見に頼らざるを得ないのが現状。 

 やはり法人後見について、成年後見センターの予算と人員を増やしていただい

て、よりいい活動をさせていただきたい。 

 

〇山田委員 

先ほど小川委員より、家庭裁判所からの依頼で各団体から司法書士の候補者に

ついてという話があったと思うが、それらを改善するために申立前に候補者調整

をして、それに沿って家庭裁判所には選任してもらうと仕組みを作るために利用

支援会議を立ち上げている。現状どのように運用されているか？ 

利用支援会議で候補者の調整がつかなかった事案にについて、社会福祉協議会

が対応することになった事例があったと記憶しているが、これはなぜ候補者調整

がつかなかったのか？また、候補者の推薦をしたが、実際候補者以外の方が選任

されたケースは大体どのぐらいの割合であるのか？（参考資料２ ７ページ、８

ページについて） 

 

〇事務局（河原井） 

 候補者の調整がつかなかった事例について、司法書士が適当とのことで、リー

ガルサポートに依頼したが候補者がいないという回答だった。第２候補として、

法人後見が適当という意見をいただいており、社会福祉協議会が候補者としてい

た事例だった。候補者がいなかった理由については伺っておらず、団体の事情に

よるものと考えていた。 

 

〇椎名委員長 

 社会福祉士による後見人などについて、研修体制も厳しくなってきて、修了要

件が中々満たされず、新しい候補者の登録が増えない事情があります。 

 また、社会福祉士の場合、どうしても勤務先がある中で動いている人が多い。

現状コロナ対応で手が回らないという状況もあるが、改めて専門職後見、法人後

見、市民後見の在り方を考えていかなければいけないのかなと思います。 
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〇長委員 

 小川委員から、前回と同様にリーガルサポートのマンパワーが足りないという

意見をいただいていた。中核機関として社会福祉協議会に何ができるのかという

ことなどを現在市と協議している。機関の機能がもう少し充実できれば、もう少

しお力になれるのかなということで、担当者間で調整している。 

 

〇佐久間委員 

 金融機関としては、認知症の高齢の方への主な対応や取組で、成年後見人制度

のご案内など周知をしている。また高齢化が進んでいる中で、口座管理や最終的

な相続に向けた遺言など公的な動きと連携する中でサービスを提供しており、こ

のようなジェロントロジー分野がますます私たちの中でも重要な位置づけとなっ

てきている。研修や新しいサービス提供を職員が随時実施しており、数年前と比

べてもかなり意識が高まっている。まだ受け身的なところがあるも、ご高齢の家

族に対しても伝えていく認識でいるので、更に力を入れていく必要があると思っ

ている。 

 色々お話を伺っている中で、やはり、どうしても知的障害、精神障害の方とか

中々見てわからないこともあり、支援が必要な人に必要なサービスが提供されて

いないケースが残念ながらあるのかなと感じた。そういった方々にも手が届くよ

うに能動的に接触できる仕組みが必要と感じている。 

  

〇椎名委員長 

 金融機関では、成年後見制度のほか、特殊詐欺の防止など様々なことで協力を

いただいています。金融機関の委員の方もいるので、関係団体のところを足して

ください。 

そのほか何かご意見などありますか？特にないようですので、以上で予定して

おりました協議事項を終了させていただきます。特にないようでしたら、これで

議事進行を終了いたします。ご協力いただきましてありがとうございました。 
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〇事務局（福田室長） 

 （閉会の案内） 

今年度第２回目の成年後見制度推進事業の運営委員会の開催は、来年の１月ま

たは２月を予定。 
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令和４年度第１回

つくば市成年後見制度推進事業運営委員会

令和４年６月２９日（水）

つくば市成年後見制度利用促進基本計画の

進捗について

資 料 1



自 治 体 概 要

人口 247,399人

面積 283.72㎢

高齢化率 19.36%

地域包括支援センター 7か所

日常生活自立支援事業利用者 32人

障害者相談支援事業所 18か所

療育手帳所持者数 1,392人

精神障害者保健福祉手帳取得者数 1,658人

令和4年（2022年）4月1日時点

つくば市の概要



つくば市成年後見制度利用促進基本計画について①

（策定までの経緯）

成年後見制度の利用促進に関する基本理念、国の責務等が定められる。

認知症や精神、知的障害等で財産管理や日常生活等に支障がある人たちへの支援
として、成年後見制度の活用が推奨されていたが、不十分であった。

国の計画を踏まえ、成年後見制度の利用の促進に関する法律に沿い、つくば市に
おいて成年後見制度の普及啓発と活用の促進が規定された基本計画として位置づけ
られる。

●共生社会の実現における課題

●つくば市成年後見制度利用促進基本計画（令和3年4月1日 策定）

●成年後見制度の利用の促進に関する法律
（平成28年４月15日 公布、同年5月13日 施行）

つくば市障害者プランつくば市高齢者福祉計画（第８期）



つくば市成年後見制度利用促進基本計画について②

（目標等）

目 標 等

利用者がメリットを実感

できる制度・運用の改善

• 意思決定の支援、身上保護の重視

• 保佐・補助・任意後見の利用促進（自発的意思の尊重）

権利擁護支援の地域連携

ネットワークづくり

• 権利擁護支援の必要な人の発見・支援

• 意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資

する支援体制の整備

• 早期の段階からの相談・対応体制の整備

共 生 社 会 の 実 現

• ノーマライゼーション、自己決定の尊重

• 障害、高齢による疾病によらず、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる



つくば市成年後見制度利用促進基本計画の

評価指標①

利用者の把握と早期発見・早期支援の活動指標

●権利擁護相談延べ件数（件）●

機関／年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

つくば成年後見セン

ター

計画値 ― ― 250 270 290

実績値 206 ― 827 ― ―

全地域包括支援セン

ター

計画値 ― ― 550 580 600

実績値 503 546 370 ― ―

障害者地域支援室・

障害者相談支援事業所

計画値 ― ― 70 75 80

実績値 206 77 49 ― ―



つくば市成年後見制度利用促進基本計画の

評価指標②

各種制度の利用促進に向けた活動指標

制度名／年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

日常生活自立支援事業

延べ利用件数

（うち新規）（件）

計画値 ― ― 40（10） 50（10） 60（10）

実績値 27（2） 28 32（3） ― ―

成年後見制度利用者数

（人） ※1

計画値 ― ― 190 200 210

実績値 171
176

（※2）

181

（※3）
― ―

※1 つくば市内で成年後見・保佐・補助・任意後見を利用している人数の合計。

※2 内訳：後見138人、保佐31人、補助6人、任意後見1人（令和2年10月1日時点 水戸家裁調査結果）

※3 内訳：後見142人、保佐31人、補助6人、任意後見2人（令和3年10月1日時点 水戸家裁調査結果）



つくば市成年後見制度利用促進基本計画の

評価指標③

講座や研修の活動指標（※１）

研修／年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

入門的内容の講座参加

者が制度利用に積極的

になった割合（※２）

計画値 ― ― 50％以上 50％以上 50％以上

実績値 ― ― 97％ ― ―

応用的内容の研修参加

者が他者に説明できる

自信をつけた割合

（※3）

計画値 ― ― 50％以上 50％以上 50％以上

実績値 ― ― 67％ ― ―

※１ 集計：参加者アンケートにより実施

※２ 出前講座、成年後見センターが実施するテーマ別講座

※３ 市民向け・専門職向け研修会



つくば市成年後見制度利用促進基本計画の

評価指標④

成年後見人等の業務支援の活動指標

指標／年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

成年後見人等からの相

談実人数（人）

計画値 ― ― 5 7 10

実績値 ― ― 4 ― ―

市民後見人（法人後見支援員）の活動状況の活動指標

指標／年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延べ活動回数（回）
計画値 ― ― 30 40 50

実績値 ― ― 19 ― ―

チーム会議への中核機関の参加の活動指標

指標／年度 令和1年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

参加回数（回）
計画値 ― ― 12 18 24

実績値 ― ― 13 ― ―



権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり①

（イメージ）



権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり②

（実施状況１）

役 割 実 施 状 況

権利擁護支援の必要な人

の発見・支援
つくば成年後見センター・地域包括支援課・障害者地域支援室

が中心となり、各関係機関と連携しながら権利擁護に関する相談

（虐待防止含む）に対応。必要な支援に繋げられる体制を構築し

ている。
早期の段階からの相談・

対応体制の整備

意思決定支援・身上保護

を重視した成年後見制度

の運用に資する支援体制

の整備

• つくば市成年後見制度推進事業運営委員会

• つくば市成年後見制度利用支援会議

• 定例会（つくば市・つくば成年後見センター）

成年後見制度事業の運用、個々のケースにおける適切な利用等

に関する意見交換や協議を実施している。



権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり③

（実施状況２）

役 割 実 施 状 況

本人を後見人等とともに

支える｢チーム｣

チーム会議への中核機関の参加の活動指標（令和３年度）

• 計画値（12回参加）

• 実績値（13回参加）

つくば成年後見センター、後見人等、支援関係者による後見

人・被後見人等への支援会議を実施。

成年後見制度推進事業運

営委員会、成年後見制度

利用支援会議

令和３年度開催実績

• つくば市成年後見制度推進事業運営委員会（２回開催）

• つくば市成年後見制度利用支援会議 （３回開催）

医療・法律・福祉等の有識者と情報共有や意見交換を行い、

成年後見制度の運用方法や今後の方針、適切な個別事案の対応

等について協議する場として活用されている。

より効果的に実施できるような開催内容等を今後も適宜検討

していく必要あり。



中核機関（つくば成年後見センター）の業務について

業 務 実 施 状 況

広報（普及啓発）業務

研修会、講座を実施。パンフレット、ポスター、チラシ等の

作成・配布している。様々な機関に周知が行き渡るように周知

方法や内容を定例会等で適宜検討している。

相談（利用支援）業務

相談件数の大幅な増加（前年度比452件増）に伴い、効率的

且つ柔軟な支援が実施できるように、引き続き体制の強化が必

要。

成年後見人等の受任者調

整支援業務・後見人支援

業務

つくば市利用支援会議、ケース支援方針検討会議において実

施されている。

市民後見人養成及び支援

業務

市民後見人の確保と育成の体制整備を今後推進していくこと

が必要。

地域連携ネットワークの

構築業務

つくば市成年後見制度推進事業運営委員会、関係機関や民間

ネットワーク等による事例検討会に参加しながら、顔の見える

関係を構築した。



関係団体との連携

関 係 団 体 実 施 状 況

つくば成年後見センター

市の担当部署と定例会で情

報共有し、行政と一体となり

成年後見制度推進の取組を実

施している。
つくば市成年後見制度推進

事業運営委員会、つくば市成

年後見制度利用支援会議にお

いて顔の見える関係を構築。

各団体における専門的な意見

や助言が得られ、成年後見制

度の運用においても有効な機

会となっている。

法律関係者団体

連携を取っている例はまだ

少ない。権利擁護支援の推進

のため、今後連携体制の構築

が必要と見込んでいる。

福祉関係者団体

高齢・障害分野において、

日常的に連携しながら支援を

実施している。

水戸家庭裁判所土浦支部

つくば市成年後見制度推進事業運営委員会にオブザーバーと

して参加を要請している。今後は国の第２期計画を踏まえて、

日常的な支援での連携体制の構築を検討していく。



つくば市として今後優先したい取組について

担い手の確保・育成等の推進

● 市民後見人の確保と養成の充実

● 権利擁護支援活動のバックアップ体制の構築

● 市民後見人の活動や役割等の周知



今後の予定①

機関 計画名称／年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

国
成年後見制度
利用促進計画

市

つくば市成年後見制度
利用促進基本計画

つくば市障害者プラン

つくば市高齢者
福祉計画

推進事業運営委員会で、
策定内容を検討

第 ２ 期第 １ 期
令和３年度～

令和３年度～

第 ２ 期

都道府県による市町村へのバックアップ体制強化・地域連携ネットワークづくりの推進強化

第 ９ 期第 ８ 期
令和３年度～

アンケート実施 パブリックコメント実施

アンケート実施 パブリックコメント実施

第 ２ 期第 １ 期



今後の予定②
資料１別添（当日配布資料）

第２期つくば市成年後見制度利用促進計画策定におけるアンケートの実施について
（案）

設 問 回 答 項 目

① 成年後見制度についてお聞きします。成年後見

制度とは、知的障害や精神障害などの理由によ

り、判断能力が十分でない方の財産などの権利

を守る制度です。

あなたは、成年後見制度を知っていましたか。

（○は１つだけ）

１．内容などをよく知っている

２．詳しくはわからないが、概要は知っている

３．名前を聞いたことがある程度

４．名前も聞いたことはないし、内容も知らない

② あなたは、成年後見制度についてどのように思

われますか。（○は１つだけ）

１．既に利用している

２．今すぐ利用したい

３．必要になれば利用したい

４．将来的には、利用することも考えられる

５．利用は考えていない

※１：つくば市障害者プラン策定時に実施したアンケートより抜粋

※２：つくば市高齢者福祉計画（第８期）策定時においても同様の内容でアンケートを実施

※３：1,2ともに令和元年度に実施



つくば市障害者プラン策定におけるアンケートの結果

設 問 回 答 項 目 回 答 結 果

① 成年後見制度についてお聞きします。

成年後見制度とは、知的障害や精神

障害などの理由により、判断能力が

十分でない方の財産などの権利を守

る制度です。

あなたは、成年後見制度を知ってい

ましたか。（○は１つだけ）

１．内容などをよく知っている 90（8.1％）

２．詳しくはわからないが、概要は知っている 347（31.0％）

３．名前を聞いたことがある程度 308（27.5％）

４．名前も聞いたことはないし、内容も知らない 260（23.3％）

無回答 113（10.1％）

② あなたは、成年後見制度についてど

のように思われますか。（○は１つ

だけ）

１．既に利用している 8（0.7％）

２．今すぐ利用したい 10（0.9％）

３．必要になれば利用したい 274（24.5％）

４．将来的には、利用することも考えられる 262（23.4％）

５．利用は考えていない 417（37.3％）

無回答 147（13.1％）

参 考 ①

※１：ｎ＝1,118

※２：回答結果･･･令和元年度実施分の度数・構成比



参 考 ②
（障害種別ごとの結果１）

回答項目／障害種別結果
身体

（ｎ＝645）
知的

（n=229）
精神

（n=170）
難病

（n=195）
発達

（n=93）
高次

（n=39）
無回答

（n=26）

１．内容などをよく知っている
58

（9.0％）
16

（7.0％）
17

（10.0％）
13

（6.7％）
6

（6.5％）
2

（5.1％）
0

（0.0％）

２．詳しくはわからないが、概
要は知っている

216
（33.5％）

73
（31.9％）

32
（18.8％）

69
（35.4％）

29
（31.2％）

16
（41.0％）

12
（46.2％）

３．名前を聞いたことがある程
度

169
（26.2％）

61
（26.6％）

46
（27.1％）

67
（34.4％）

31
（33.3％）

14
（35.9％）

5
（19.2％）

４．名前も聞いたことはないし、
内容も知らない

120
（18.6％）

69
（30.1％）

63
（37.1％）

37
（19.0％）

24
（25.8％）

7
（17.9％）

6
（23.1％）

無回答 82
（12.7％）

10
（4.4％）

12
（7.1％）

9
（4.6％）

3
（3.2％）

0
（0.0％）

3
（11.5％）

設 問①

成年後見制度についてお聞きします。成年後見制度とは、知的障害や精神障害などの

理由により、判断能力が十分でない方の財産などの権利を守る制度です。

あなたは、成年後見制度を知っていましたか。（○は１つだけ）

※１：ｎ（全体）＝1,118

※２：回答結果･･･度数・構成比



参 考 ③
（障害種別ごとの結果２）

回答項目／障害種種別別
身体

（ｎ＝645）
知的

（n=229）
精神

（n=170）
難病

（n=195）
発達

（n=93）
高次

（n=39）
無回答

（n=26）

１．既に利用している
７

（1.1％）
３

（1.3％）
1

（0.6％）
０

（0.0％）
０

（0.0％）
０

（0.0％）
０

（0.0％）

２．今すぐ利用したい
5

（0.8％）
1

（0.4％）
3

（1.8％）
1

（0.5％）
2

（2.2％）
0

（0.0％）
0

（0.0％）

３．必要になれば利用したい
133

（20.6％）
75

（32.8％）
49

（28.8％）
52

（26.7％）
35

（37.6％）
15

（38.5％）
6

（23.1％）

４．将来的には、利用すること
も考えられる

120
（18.6％）

101
（44.1％）

44
（25.9％）

37
（19.0％）

44
（47.3％）

7
（17.9％）

8
（30.8％）

５．利用は考えていない
282

（43.7％）
31

（13.5％）
57

（33.5％）
91

（46.7％）
7

（7.5％）
15

（38.5％）
6

（23.1％）

無回答 98
（15.2％）

18
（7.9％）

16
（9.4％）

14
（7.2％）

5
（5.4％）

2
（5.1％）

6
（23.1％）

設 問② あなたは、成年後見制度についてどのように思われますか。（○は１つだけ）

※１：ｎ（全体）＝1,118

※２：回答結果･･･度数・構成比



参 考 ④
（つくば市高齢者福祉計画第８期策定におけるアンケート結果１）

一 般 高 齢 者

設 問 回 答 項 目 回 答 結 果

① あなたは、成年後見制度を知って

いましたか。（○は１つだけ）

１．内容などをよく知っていた 118（6.5％）

２．詳しくはわからないが、概要は知っていた 672（36.9％）

３．名前を聞いたことがある程度 634（34.8％）

４．名前も聞いたことはないし、内容も知らなかった 302（16.6％）

無回答 95（5.2％）

② あなたは、成年後見制度について

どのように思われますか。（○は

１つだけ）

１．既に利用している 13（0.7％）

２．今すぐ利用したい 7（0.4％）

３．必要になれば利用したい 468（25.7％）

４．将来的には利用することも考えられる 471（25.9％）

５．利用は考えていない 669（36.7％）

無回答 193（10.6％）

※1：ｎ＝1,821 ※2：回答結果･･令和元年度実施分の度数・構成比



参 考 ⑤
（つくば市高齢者福祉計画第８期策定におけるアンケート結果２）

要 支 援 ・ 要 介 護 認 定 者

設 問 回 答 項 目 回 答 結 果

① あなたは、成年後見制度を知って

いましたか。（○は１つだけ）

１．内容などをよく知っていた 53（6.7％）

２．詳しくはわからないが、概要は知っていた 200（25.3％）

３．名前を聞いたことがある程度 133（16.9％）

４．名前も聞いたことはないし、内容も知らなかった 96（12.2％）

無回答 307（38.9％）

② あなたは、成年後見制度について

どのように思われますか。（○は

１つだけ）

１．既に利用している 2（0.3％）

２．今すぐ利用したい 3（0.4％）

３．必要になれば利用したい 134（17.0％）

４．将来的には利用することも考えられる 71（9.0％）

５．利用は考えていない 225（28.5％）

無回答 354（44.9％）

※1：ｎ＝789 ※2：回答結果･･･令和元年度実施分の度数・構成比



参 考 ⑥
（つくば市高齢者福祉計画第８期策定におけるアンケート結果２）

若 年 者

設 問 回 答 項 目 回 答 結 果

① あなたは、成年後見制度を知って

いましたか。（○は１つだけ）

１．内容などをよく知っていた 61（7.6％）

２．詳しくはわからないが、概要は知っていた 247（30.7％）

３．名前を聞いたことがある程度 313（38.9％）

４．名前も聞いたことはないし、内容も知らなかった 176（21.9％）

無回答 8（1.0％）

② あなたは、成年後見制度について

どのように思われますか。（○は

１つだけ）

１．既に利用している 2（0.2％）

２．今すぐ利用したい 3（0.4％）

３．必要になれば利用したい 291（36.1％）

４．将来的には利用することも考えられる 259（32.2％）

５．利用は考えていない 215（26.7％）

無回答 35（4.3％）

※1：ｎ＝805 ※３：回答結果･･･令和元年度実施分の度数・構成比
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令和３年度つくば市成年後見制度推進事業報告 

 

１ 事業の目的  

  認知症、知的障害、精神障害により判断能力が低下し、財産管理、福祉サー

ビス利用の契約行為を行うことが著しく困難となった方の権利侵害の予防、

権利行使の支援を行う。またその方の権利を守る援助者に対しての支援及び

一般市民に対する成年後見制度の普及啓発を通して、制度の利用促進を図る。 

 

２ 実施内容 

（１）成年後見制度利用促進に向けた体制整備    

 (２) つくば市成年後見制度推進事業の実施（つくば市社協に事業委託） 

 つくば市社会福祉協議会に事業を委託 

（３）成年後見制度利用の総合相談業務 

（４）市長申立ての手続きの実施（成年後見制度利用が必要であるが、親族が

いない場合や親族による申立てが見込めない場合）  

（５）「つくば市成年後見制度利用支援事業実施要綱」の実施 

 

３ 実績 

 （１）成年後見制度利用促進に向けた体制整備 

ア）つくば市成年後見制度推進事業運営委員会実施（２回） 

  ◎第１回 

     日  時：令和３年６月１７日（木）１３時から１４時３０分 

     人  数：委員９名、市役所・社協職員１４名 

     議事内容：・つくば市成年後見制度利用促進基本計画について 

          ・つくば市成年後見制度推進事業について 

                  ・つくば市成年後見制度利用支援会議について 

     ◎第２回 

     日  時：令和４年３月１７日（木）１０時から１１時３０分 

     人  数：委員９名、市役所・社協職員１４名 

     議事内容：・令和３年度つくば市成年後見制度推進事業報告 

          ・令和４年度つくば市成年後見制度推進事業計画   

          ・つくば市成年後見制度利用支援事業実施要綱 

 

参考資料１ 
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     イ）つくば市成年後見制度利用促進定例会実施 

     日  時：毎月第２木曜日開催 

１４時から１５時３０分 

     メンバー：市役所担当職員５名、センター職員２名 

     議事内容：月報および業務進捗状況報告、中核機関の業務について 

市民後見人の活用について等 

 

（２）つくば市成年後見制度推進事業の実施 

 成年後見制度の普及啓発業務、利用支援業務、成年後見人等の受任者調

整支援業務、市民後見人養成・支援業務、地域連携ネットワークの構築業

務及び法人後見受任業務等をつくば市社会福祉協議会に委託 

 

（３）成年後見制度利用の総合相談業務 

相談実績（任意後見制度に関する相談を含む。令和４年３月末現在）  

延件数 ４１９件（障害関係４９件、高齢関係 ３７０件） 

※委託型地域包括支援センター（ 6 か所）、障害者相談支援事業所 

（4 か所）での相談件数を含む 

 

（４）市長申立ての手続きの実施 

    ・申立て件数２件（障害０件、地域包括２件） 

    ・その他：申立て準備中に死去２件（いずれも地域包括） 

         申立て準備中３件（障害１件、地域包括２件） 

         申立て準備中に親族が引取り１件（地域包括支援課 1 件） 

 

（５）「つくば市成年後見制度利用支援事業」の実施 

ア） 実施要綱の改訂について 

以下の４点を改訂した。（追加資料１） 

（ア） 報酬助成金の支給対象者について（第８条第 1、２、３項）

報酬を負担した後の収入が最低生活費（※注）より少なく、

かつ、世帯の預貯金、現金等が最低生活費の３か月分より少

ない者に変更。また、被後見人等が亡くなった後、後見人等

が給付金の支給を受けられることとした。 

     （イ）助成金の支給対象者について（第４条第１項、第８条第１項） 
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他市町村の住所地特例により当市に転入した者については、助

成の対象外とした。 

     （ウ）施設等について（第２条） 

報酬助成金の額が最大月 18,000 円となる施設の範囲を拡大し、

介護老人保健施設、医療介護医療院、グループホーム、ショート

スティ、有料老人ホーム、サービス付き高齢者住宅も施設に含む

こととした。 

     （エ）申請手続きについて（様式第 1 号、４号） 

申請書に返還に関する記載を追加し、その他記入欄及び添付書

類欄の整理を行った。 

（※注） 

最低生活費・・生活保護法に基づく保護の基準（昭和３８年厚生省告

示第１８５号の１）に規定する生活扶助、住宅扶助、教育扶助、介護

扶助、医療扶助の月額の基準の合算額 

 

   イ 実施要綱による助成金の支給 

    ・報酬助成金の支給件数４件（障害３件、地域包括１件） 

    ・申立て費用助成金の支給件数１件（障害１件） 

 

 

４ 成果 

 （１）令和３年４月に地域連携ネットワークを担う中核機関を設置し、関係機

関が相互に連携・協力し、協議を行うことができた。 

（２）成年後見制度の市長申立て及び報酬助成金等の支給を行ない、被後見人

の権利擁護を図ることができた。 

（３）支援者向けの成年後見制度及び日常生活自立支援事業研修を実施し、そ

の中で高齢分野の専門職と障害分野の専門職の意見交換の場を設け、地

域の支援者間の連携構築を進めることができた。 

 

５ 課題 

（１）施設や支援者らの価値判断が先行し成年後見制度利用を検討している事

例があり、対象者の意思決定支援が不十分な場合がある。今後、地域連携

ネットワークを構築する関係機関等と、対象者の意思決定支援について、
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国が示す意思決定支援等に係る各種ガイドラインをもとに共通認識を図

る必要がある。 

（２）専門職後見以外の法定後見人の枠組みとして、法人後見や市民後見人へ

の期待は高い。地域共生社会の実現のため、市民後見人の育成および活動

について十分に検討し、活躍できる環境づくりを進めていくことが必要で

ある。 
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「令和３年度（2021 年度）つくば市成年後見制度推進事業業務委託」実績報告書  

 

 

１ 受託業務概要 

老人福祉法第 32 条の２、介護保険法第 115 条の 45 の３、障害者総合支援法第 77

条、知的障害者福祉法第 28 条の２、精神保健福祉法第 51 条の 11 の３及び成年後見

制度利用促進法第５条に基づき、成年後見制度の推進を図る。 

 

２ 実施体制 

 (1) 組 織 

つくば成年後見センターを設置し、本事業及び日常生活自立支援事業を実施する

ことで包括的に権利擁護を支援した。 

 (2) 体 制 

ア 所 長 １名（常勤兼務、社会福祉士） 

イ 専門員 ２名（常勤専任、社会福祉士） 

         ※内、1 名は臨時職員 

 

３ 総 評 

つくば成年後見センターが権利擁護支援に係る地域連携ネットワークの中核機関

として位置付けられたことに伴い、委託業務が「中核機関」「法人後見」に大きく整

理された。 

(1) 中核機関業務 

 保健・医療・福祉・司法による地域権利擁護の枠組みである地域連携ネットワー

ク（運営委員会及び利用支援会議）を運営する中心である中核機関として、「広報

(普及啓発)業務」を実施した。また、「相談(利用支援)業務」では相談件数が 626 件

（前年度同期比 344 件増）と大きく伸びた。更に、「受任者調整支援業務」では、

つくば市成年後見制度利用支援会議を立ち上げ、成年後見申立事案に対する候補者

の推薦を実施するとともに、相談支援チームによる検討段階からに専門職委員（弁

護士）に加わっていただき、専門的なアドバイスをいただきながら効率的なケース

検討会議を実施した。 

(2) 法人後見業務 

 本会が成年被後見人等として活動するもので、新たに２件（合計８件）を受任し、

身上保護を中心とした後見活動を行った。市民後見人養成講座修了生のうち、希望

者が法人後見支援員として、身上保護のうち「見守り活動」に従事した。 

  

参考資料２ 
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(3) その他、成年後見制度利用促進に関すること 

   本事業の円滑な実施のため、業務調整の場として「つくば市成年後見制度利用促

進定例会」を市と共同開催したほか、市の出前講座等で説明した。 

 

４ 業務報告 

(1) 中核機関業務 

ア 成年後見制度の広報(普及啓発)業務 

   (ｱ) 研修会等の主催 

    a 成年後見制度市民研修会 

     成年後見制度の利用促進を図るための基礎研修 

     日時・会場／令和３年７月 21 日㈬ 13:30～15:15（つくば市役所） 

     参加者／９名 

     内 容／（基調講演）成年後見制度の解説と活用方法 

                吉岡 隆久氏（弁護士、つくば紫峰法律事務所） 

（業務説明）任意後見契約とあんしん生活支援サービスの導入事例 

つくば成年後見センター職員 

     ※Youtube（つくば市シティプロモーション公式）にて公開（66 回再生、9/30㈭） 

b 成年後見制度テーマ別講座「終活と成年後見制度」 

     終活に関連したテーマを設定し、それぞれの専門家に講義いただいた。 

     日時・会場／令和３年 12 月２日㈭、13 日㈪、15 日㈬、16 日㈭、24 日㈮ 

※各 2 時間（つくば市役所） 

     参加者／36 名 

     内 容／①「終活～自分らしい生き方のために～」井坂淳子氏（相続診断士） 

②「今どきの葬儀事情」吉岡隆久氏（弁護士）・沼田鉄雄氏（葬祭業） 

③「遺言について学ぶ」小川直宏氏（司法書士） 

④「信託の基礎を学ぶ」澤邉宏氏（司法書士） 

⑤「任意後見契約と任意契約について」漆川雄一郎氏（弁護士） 

     ※Youtube（つくば市社会福祉協議会公式）にて公開中（376 回再生、3/31㈭現在） 

    

c 成年後見制度入門講座 

     成年後見制度利用の入口案内として、ビデオ上映を交えて概要を説明した。 

     日時・会場／令和４年１月 17 日㈪、21 日㈮（つくば市役所） 

     参加者／33 名 

     内 容／①成年後見制度概要説明とビデオ上映 

         ②あんしん生活支援サービスについて 

         ③参加者意見交換と質疑応答 
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   (ｲ) パンフレット、ポスター等の作成・配布 

     相談（利用支援）業務のほか、各種研修会及び会議等への参加時に参加者へ

配布した。 

a 活用ハンドブックの更新（令和３年４月、第３版） 

※つくば市社会福祉協議会ホームページでダウンロード可能 

b 配布用印刷物作成 

・つくば成年後見センター（チラシ）、あんしん生活支援サービス（チラシ） 

c 機関発行物の配布 

・成年後見制度を利用される方のために（裁判所） 

・成年後見制度－利用をお考えのあなたへ（裁判所） 

・後見制度において利用する信託の概要～ご本人の財産の適切な管理・利用

のための後見制度支援信託のご説明～（裁判所） 

・相続に関するルールが大きく変わります（法務省） 

・日常生活自立支援事業について（茨城県社会福祉協議会） 

イ 成年後見制度の相談(利用支援)業務 

   (ｱ) 累積相談件数（単位／件） 

 

※前年度比 452 件増 
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(ｲ) 対象者年齢層（単位／件） 

 

(ｳ) 相談形態（単位／件） 

 

   (ｴ) 相談者属性（単位／件） 

 

   (ｵ) 相談内容（単位／件） 

 

 (ｶ) 対応（単位／件） 

 

ウ 成年後見人等の受任者調整支援業務 

   (ｱ) つくば市成年後見制度利用支援会議 

     成年後見人等候補者を家庭裁判所に推薦する等の制度利用支援活動を行う

会議体をつくば市社会福祉協議会内に設置した。 

a 委員８名 

弁護士、司法書士、医師、学識経験者、行政職員、社協職員で構成 
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(委員名簿) 

 

 

 

 

 

 

 

    b 会議 

     【第 1 回会議】 

     日時・会場／令和３年６月 17 日㈭（つくば市役所） 

     内 容／①正副委員長選出（委員長/椎名清和氏、副委員長/萩原直木氏） 

②親族申立て２件に対する成年後見人等候補者について 

     【第２回会議】 

     日時・会場／令和３年 10 月６日㈬（オンライン開催） 

内 容／①市長申立て１件に対する成年後見人等候補者について 

    ②親族申立て２件に対する成年後見人等候補者について 

     【第３回会議】 

     日時・会場／令和４年３月 24 日㈬（オンライン開催） 

内 容／①市長申立て１件に対する成年後見人等候補者について 

エ 市民後見人養成及び支援業務 

  市民後見人養成講座修了者の活動の場として、つくば市社会福祉協議会が実施

する法人後見業務の身上保護業務（特に「見守り」に特化した活動）に希望者が

従事した。 

   (ｱ) 法人後見支援員としての活動 

     活動者４名、延べ 15 回活動（１月末日現在） 

   (ｲ) 市民後見人養成講座修了者フォローアップ研修 

日時・会場／令和４年３月４日㈮（会場集合及びオンラインによるハイブリッド式） 

参加者／12 名（会場参加５名、オンライン参加７名） 

内 容／「ケース記録とは」竹之内 章代氏（茨城県社会福祉士会会長） 

「日常生活自立支援事業から成年後見制度への移行事例」つくば成年後見センター職員 

オ 後見人支援業務 

    （令和４年度から実施予定） 

カ 地域連携ネットワークの構築業務 

 (ｱ) つくば市成年後見制度推進事業運営委員会の共同開催 

     つくば成年後見センターについて説明・報告した。 

（令和3年6月17日～令和5年3月31日、推薦書受付順）
№ 氏　　名 職  種 所    属

1 上田　和寿 社会福祉士 茨城県社会福祉士会推薦

2 佐藤　裕光 司法書士 公益社団法人成年後見ｾﾝﾀｰ・ﾘｰｶﾞﾙｻﾎﾟｰﾄ茨城支部推薦

3 漆川　雄一郎 弁護士 茨城県弁護士会推薦

4 椎名　清和 学識経験者(社会福祉士) つくば国際大学

5 萩原　直木 医　師 つくば市医師会推薦

6 根本　祥代 行政職員 つくば市福祉部障害福祉課長

7 会田　延男 行政職員 つくば市福祉部地域包括支援課長

8 稲葉　光正 社協職員 つくば市社会福祉協議会事務局長

（敬称略）
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     【第 1 回会議】 

日時・会場／令和３年６月 17 日㈭（つくば市役所） 

内 容／令和３年度つくば市成年後見制度推進事業の枠組みについて 

（つくば成年後見センター事業計画、つくば市成年後見制度利用支援会議 ） 

     【第 1 回会議】 

日時・会場／令和３年６月 17 日㈭（つくば市役所） 

内 容／令和３年度つくば市成年後見制度推進事業報告（市）（社協） 

    つくば市成年後見制度推進事業実施要綱改正の概要（市） 

    令和４年度つくば市成年後見制度推進事業計画（市）（社協） 

    つくば成年後見センターにおけるその他の事業（社協） 

(2) 法人後見業務 

  つくば市社会福祉協議会が成年後見人等に就任し、身上保護を中心とした活動を

実施した。専門職による会議体である「法人後見受任審査会」設置し、受任の適否

や後見等の活動について助言をいただいた。 

ア 法人後見受任業務 

   (ｱ) 法人後見受任審査会 

a 委員６名／弁護士、司法書士、医師、学識経験者、行政職員で構成 

 

    b 会議 

     【第 1 回会議】 

     日時・会場／令和３年６月 17 日㈭（つくば市役所） 

     内 容／①報告（法人後見受任状況、新型コロナウィルス感染症ワクチン接種に関する同意） 

②協議（任意後見契約について３件） 

 ※契約して差し支えない 

     【第２回会議】 

     日時・会場／令和３年７月 28 日㈬（オンライン開催） 

     内 容／①協議（市長申立て事案について（後見類型）） 

          ※成年後見人候補者として差し支えない 

     【第３回会議】 

     日時・会場／令和３年 11 月８日㈪（書面による会議開催に代えた） 

（任期／令和２年４月1日から令和４年３月31日まで）
№ 氏　　名 職種 所属

1 萩原　直木 医　師 とよさと病院

2 山田　昌典 弁護士 つくば法律事務所

3 椎名　清和 学識経験者（社会福祉士） つくば国際大学

4 佐藤　裕光 司法書士 佐藤　裕光司法書士事務所

5 根本　祥代 行政職員 つくば市福祉部障害福祉課長

6 会田　延男 行政職員 つくば市福祉部地域包括支援課長
（敬称略、順不同）



7 

 

     内 容／①協議（利用支援会議で成年後見人等候補者調整がつかない事案（後見類型）について１件 ） 

          ※成年後見人候補者として差し支えない 

(ｲ) 成年被後見人等受任状況 

    a 後見類型（開始原因別、単位/件）  b 類型別活動状況（単位/件） 

  

 

 

 

 

（主な活動例） 

・新型コロナウイルスワクチン接種について、保護者同意に対応 

・施設入所契約の実施 

     ・施設等への訪問と面談（被後見人等ごとに月１回以上実施） 

   ・賃貸住宅の解約 

   ・財産処分（自家用車廃車） 

   ・被後見人等の世帯の生活相談支援 

イ 後見監督人受任業務（未受任） 

(3) その他、成年後見制度利用促進に関すること 

  ア 会議・研修会等への参加 

   (ｱ) 第 152 回市町村職員を対象とするセミナー（参加、主催／茨城県） 

     日時・会場／令和３年５月 28 日㈮（オンライン） 

     内 容／テーマ「成年後見制度利用促進における体制整備の実践～中核機関

の整備パターンと具体的実践報告を通じて～」 

①行政説明（厚生労働省） 

 ・成年後見制度利用促進基本計画と見直しの検討状況について 

 ・市町村に求められる役割について 

 ・市町村の体制整備に向けた厚生労働省の取り組みについて 

 ・重層的支援体制整備事業との連携について 

②実践報告（中核機関職員） 

・大都市での体制整備の実践について 

   (ｲ) 成年後見制度研修会（参加、主催／茨城県社会福祉協議会） 

     日時・会場／令和３年５月 31 日㈮（オンライン） 

     内 容／①行政説明「成年後見制度利用促進法と基本計画について」 

          厚生労働省社会・援護局地域福祉課成年後見制度利用促進室 

         ②行政説明「茨城県の現状と市町村計画策定について」 

          照沼貴弘氏（茨城県保健福祉部健康・地域ケア推進課） 

後見 保佐 補助 計
認知症 5 1 0 6
知的障害 2 0 0 2
精神障害 0 0 0 0
その他 0 0 0 0
合計 7 1 0 8

訪問・面談 連絡調整 諸手続き 計
後 見 68 486 65 619
保 佐 18 120 14 152
補 助 0 0 0 0
合 計 86 606 79 771
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         ③講義「権利擁護支援の理解と成年後見制度の基礎知識」 

          千葉真理子氏（弁護士、ふれあい通り法律事務所） 

   (ｳ) 在宅介護支援センターと地域包括支援センターの定例会（説明） 

     日時・会場／令和３年８月 18 日㈬（オンライン） 

     内 容／①成年後見制度利用促進基本計画における中核機関の役割について 

②権利擁護相談事例の共有と連携のお願い 

③成年後見制度と日常生活自立支援事業について 

   (ｴ) 令和３年度日本司法支援センター茨城地方協議会（参加、主催/法テラス茨城） 

     日時・会場／令和３年 11 月 12 日㈮（オンライン） 

内 容／①事業説明「法テラスについて」 

    ②分科会「成年後見制度～申立て・概要について」 

(ｵ) 家事関係機関と家庭裁判所との連絡協議会（参加、主催/水戸家庭裁判所） 

     日時・会場／令和３年 11 月 15 日㈪（オンライン） 

内 容／①報告・説明 

・県内の利用促進に係る取組状況及び基本計画に関する報告 

・家庭裁判所と関係機関の連携について 

・今後の後見制度利用促進に対する社会福祉士会の関与の在り方について  

・中核機関の設置及び今後の機能充実に向けた取組について 

②協議 

・（中核機関未設置）市町村の設置に向けた取組について 

・（中核期間設置済み）市町村の機能充実に向けた取組について 

   (ｶ) 児童発達支援利用児の保護者会（説明） 

     日時・会場／令和３年 11 月 30 日㈫（福祉支援センターさくら） 

     内 容／①成年後見制度利用促進基本計画における中核機関の役割について 

②成年後見制度の概要について 

③相談事例のご紹介について 

   (ｷ) つくば市出前講座（茎崎地区民生委員連絡協議会、説明） 

     日時・会場／令和３年 12 月３日㈮（茎崎保健センター） 

内 容／①つくば成年後見センターの概要について 

    ②成年後見制度の概要について 

   (ｸ) 令和３年度支援者向け成年後見制度及び日常生活自立支援事業の研修会（参加） 

     日時・会場／令和３年 12 月 21 日㈫（つくば市役所、オンライン） 

内 容／①つくば成年後見センターの概要について 

    ②相談事例のご紹介について 

   (ｹ) 令和３年度法人後見実施団体連絡会（参加、主催／茨城県社会福祉協議会） 

     日時・会場／令和３年 12 月 22 日㈬（つくば市役所、オンライン） 
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内 容／①行政説明「茨城県内の利用促進に係る取組みについて 

          照沼貴弘氏（茨城県保健福祉部健康・地域ケア推進課） 

    ②協議（課題ごとに実施社協から状況説明） 

     ・市民後見人活用の課題について 

・親族との関わりについて 

・受任調整会議について 

・中核機関と法人後見業務担当の住み分けについて 

・親族後見人のフォローアップについて 

・後見支援員の報酬について 

イ その他 

   (ｱ) 令和３年度つくば市成年後見制度利用促進定例会（共催） 

     つくば市とつくば市社協の連絡調整を密にし、つくば市成年後見制度推進

事業を円滑に実施するため、月１回の情報交換会を開催している。 

     日時・会場／月１回（つくば市役所、オンライン） 

内 容／①中核機関における相談利用支援業務フローについて 

②つくば成年後見センターの月次実績報告について 

③つくば市成年後見制度推進事業運営委員会について 

④つくば市社会福祉協議会法人後見受任審査会について 

⑤コロナ禍における被後見人等との面談や講座等の実施方法等について  

⑥生活保護受給者等の成年後見制度利用について 

⑦今後の市民後見人養成と活躍の在り方について（継続検討） 

⑧将来的な実施体制の在り方について（継続検討） 

 

５ まとめ 

(1) 成 果 

  ア つくば成年後見センターは地域権利擁護ネットワークの中核機関として位置

付けられた。従来の相談業務に加え、申し立て人の支援として、成年後見人等の

受任者調整支援業務が新たに加わった。医師、弁護士、司法書士、社会福祉士等

の成年後見制度専門職の協力により、令和３年６月につくば市成年後見制度利用

支援会議を設置し、受任者調整を実施した。 

イ 任意後見契約に対応するため、任意代理契約（あんしん生活支援サービス）

を含めた任意後見契約を初めて締結した。権利擁護に関する市民の将来不安に

対応する取り組みが始まった。 

(2) 評 価 

ア 啓発業務は、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、集合研修の開催が

難しい状況となったが、インターネットを利用したオンデマンド配信等の工夫に
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より、会場聴講者の他に相当数の閲覧申込者があるなど、効果があった。 

イ 相談利用支援業務は、前年度実績を上回る相談支援件数となった。市民や関係

機関からの役割期待が大きいことが伺える。 

ウ 法人後見業務は、親族申立ての相談利用支援から成年後見人等に就任、審判後

の報告等や活動の蓄積と定期報告等、一連の事務的な流れを経験した。この経験

により、相談者に対して具体的なアドバイスが可能になった。 

エ 成年後見制度利用促進基本計画に関する業務は、委託地域包括支援センターと

連携し、支援機関のチーム化など、中核機関業務の円滑な運営を行った。 

(3) 課 題 

ア 新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、啓発手段の制限や法人後見業務

での本人面会制限等の影響が大きい。 

イ 支援員は、権利擁護業務の最前線での対人援助活動となる。マッチングの徹底

と、フォローアップに努める必要がある。 

ウ 中核機関化による「相談支援件数」の増加と、「法人後見受任件数」の増加傾向

はより顕著になると思われる。効果的で効率的な実施体制の在り方を、つくば市

とつくば市社協は継続して検討する必要がある。 

エ 地域連携ネットワークの構築に向けて、支援者としての保健・医療・福祉関係

者はもとより、当事者団体等の各機関に対して、成年後見制度利用促進のための

研修会や制度説明の機会導入を検討する必要がある。 



 

 

 

参考資料３ 

令和４年度つくば市成年後見制度推進事業計画（市） 

  

 １ 成年後見制度利用促進に向けた体制整備 

   （１）つくば市成年後見推進事業運営委員会の開催 

   （２）つくば市成年後見制度利用促進定例会の開催 

（３）つくば成年後見センターと関係機関との意見交換会の開催 

（４）つくば市成年後見制度利用支援会議の開催協力 

 

２ つくば市成年後見制度推進事業の委託（委託先：つくば市社会福祉協議会） 

（１） 中核機関業務 

(ア) 成年後見制度の広報(普及啓発)業務 

(イ) 成年後見制度の相談(利用支援)業務 

(ウ) 成年後見人等の受任者調整支援業務 

(エ) 市民後見人養成及び支援業務 

(オ) 後見人支援業務 

(カ) 地域連携ネットワークの構築業務 

（２） 法人後見業務 

(ア) 法人後見受任業務 

(イ) 後見監督人受任業務 

（３） その他、成年後見制度利用促進に関すること 

 

３ 成年後見制度等の総合相談業務 

 ・つくば市および地域包括支援センター及び障害者相談支援事業所の相談支援 

 ・つくば成年後見センターとの連携強化 

 

４ 市長申立の手続きの実施 

（親族がいない場合や親族による申立てが見込みまれない場合） 

   

５ つくば市成年後見制度利用支援事業の実施 

 

６ 成年後見制度等の普及啓発 

  （１）出前講座、施設や職能団体への研修の実施 

  （２）パンフレット等を活用した周知啓発 
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参考資料４ 

令和４年度つくば成年後見センター事業計画概要 

 

１ 基本事項 

 (1) 目 的 

認知症、知的障害及び精神障害などの理由により、判断能力に支援を要する者（以

下「要支援者」という）の権利を擁護するとともに、権利が損なわれた場合に相談に

応じ、住み慣れた地域において安心して暮らし続けられるように支援し、つくば市

における権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築に中核的な役割を果たす。 

また、日常生活自立支援事業及びあんしん生活支援サービスを実施することで、

包括的な権利擁護センターとして活動する。 

 (2) 設置日 

平成 30 年 10 月１日 

 (3) 設置者 

社会福祉法人つくば市社会福祉協議会 

つくば市筑穂 1-10-4（大穂庁舎内） 

 (4) 実施事業 

  ア 成年後見制度推進事業（つくば市委託） 

  イ 日常生活自立支援事業（茨城県社会福祉協議会委託） 

  ウ あんしん生活支援サービス（本会自主事業） 

(5) 専門委員会設置 

ア 法人後見受任審査会 

  イ つくば市成年後見制度利用支援会議 

※アの任期を単年度とし、イと任期満了日を合わせることで、同じ事例について

同日開催するなど効率化を図りたい。 

※イの岡田治美氏は、新任です。 

 (6) 職員配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和４年４月１日現在）

成年後見制度推進事業 日常生活自立支援事業 あんしん生活支援ｻｰﾋﾞｽ

河原井　猛
（所長、社会福祉士、介護支援専門員） ○ ○ ○

國府田　すずな
（主事、社会福祉士） ○

谷口　照子
（臨時職員、法人後見専門員、社会福祉士） ○

村木　莉恵
（主事、社会福祉士） ○ ○

堤　あいか
（主事、社会福祉士） ○ ○

橋本　寸三子
（臨時職員、日常生活自立支援事業専門員、介護福祉士） ○

支援員18名
（臨時、市民後見人養成講座修了者15名含む）

○
※ケースにより流動的

○
※ケースにより流動的

○＝担当事業

担当事業
職　員
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２ 年度目標 

(1) 相談（利用支援）業務から受任者調整業務、後見人支援業務に至る業務フローの確 

立と経験の蓄積を目指す。 

(2) コロナ禍での法人後見支援員や日常生活自立支援事業生活支援員による支援活動

のあり方や、制度やサービスに関する普及啓発の在り方を工夫し実施する。 

 

３ 実施事業 

(1) つくば市成年後見制度推進事業（つくば市委託事業／12,360 千円） 

 ア 中核機関業務 

(ｱ) 成年後見制度の広報（普及啓発）業務 

     a 研修会や会議等での制度説明、チラシ配布、ホームページ掲載 

      つくば市各地区民生委員協議会定例会 

※配布資料／活用ハンドブック（市社協） 

       日常生活自立支援事業チラシ（県社協） 

       成年後見制度チラシ（最高裁判所家庭局） 

※実施時期／年度スケジュールあり 

     b 入門講座①（20 名、２時間、無料） 

       成年後見制度に関心のある市民と福祉・医療・保健関係者に、成年後見制

度の仕組みや具体的な制度活用方法、市民参加の事例など理解を深める機

会とし、併せて、つくば成年後見センター業務の周知を図る。 

対 象 

 

会 場 

内 容 

市内在住、在勤で成年後見制度に関心のある方 

福祉・医療・保健関係者で判断能力が十分でない方を支援する方 

つくば市役所２階 201 会議室（研究学園 1-1-1、駐車場あり） 

成年後見制度の概要説明とビデオ上映…約 90 分 

c テーマ別講座開催（20 名、２時間、無料） 

  福祉・医療・保健関係者と成年後見制度に関心のある市民の方を対象に、

身近なテーマ「遺言、相続、預金、お葬式」などを将来に備えることで、人

生を生き生きと安心して過ごす取り組み「終活」と、成年後見制度の必要性

について理解を深める講座を開催する。 

対 象 

 

会 場 

内 容 

市内在住、在勤で成年後見制度に関心のある方 

福祉・医療・保健関係者で判断能力が十分でない方を支援する方 

イーアズつくば 2 階イーアスホール AB（研究学園 5-19、駐車場あり） 

第１回 11/7(月)終活とは～自分らしい生き方のために～（相続診断士） 

第２回 11/8(火)今どきの葬儀事情（弁護士・葬儀会社職員） 

第３回 11/14(月)遺言と相続を学ぶ（司法書士） 

第４回 11/16(水)老後資金の準備（ファイナルシャルプランナー） 
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第５回 11/16(水)委任契約と任意後見制度（弁護士） 

d 入門講座の開催②（10 名、2 時間、各圏域会場、無料） 

       福祉・医療・保健関係者と成年後見制度に関心のある市民の方に、成年後

見制度の仕組みをわかり易くご案内する入門講座として各地域で開催する。 

対 象 

会 場 

内 容 

 

 

実施時期 

市内在住、在勤で成年後見制度に関心のある方 

市民ホール・交流センター会議室など 

成年後見制度の概要説明とビデオ上映…約 45 分 

日常生活自立支援事業についての説明…約 15 分 

あんしん生活支援サービスについての説明…約 15 分 

令和４年２月予定 

(ｲ) 成年後見制度の相談（利用支援）業務 

窓口相談支援、出張相談支援 

     ※本部窓口／平日８時 30 分から 17 時 15 分まで 

 ※出張相談実施（要予約） 

   (ｳ) 成年後見人等の受任者調整支援業務 

     a つくば市成年後見制度利用支援会議の運営 

 

【運営内容】 

       受任者調整（成年後見人等候の候補者職種まで検討） 

       後見人支援（審判後の後見人を中心とする支援チーム化） 

        ※会議で示された候補者職種により各推薦団体に候補者の推薦を依頼 

        ※開催時期／年４回（６月、９月、12 月、３月を予定） 

        ※つくば市社会福祉協議会法人後見受任審査会と同日開催の場合あり 

     b 個別ケース会議（実務者レベル、必要時に専門職同席） 

     【参加者】 

       本人、親族、担当行政、地域包括支援センター、障害者相談支援事業所、 

      介護支援専門員、サービス事業者、民生委員、地域住民等で迅速に支援方針

を検討する。 
     【内 容】 

（令和3年6月17日～令和5年3月31日、推薦書受付順）
№ 氏　　名 職  種 所    属

1 上田　和寿 社会福祉士 茨城県社会福祉士会推薦

2 佐藤　裕光 司法書士 公益社団法人成年後見ｾﾝﾀｰ・ﾘｰｶﾞﾙｻﾎﾟｰﾄ茨城支部推薦

3 漆川　雄一郎 弁護士 茨城県弁護士会推薦

4 椎名　清和 学識経験者(社会福祉士) つくば国際大学

5 萩原　直木 医　師 つくば市医師会推薦

6 岡田　治美 行政職員 つくば市福祉部障害福祉課長

7 会田　延男 行政職員 つくば市福祉部地域包括支援課長

8 稲葉　光正 社協職員 つくば市社会福祉協議会事務局長

（敬称略）
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       課題の整理確認、権利擁護支援ツールの検討（成年後見制度・利用支援会

議・日常生活自立支援事業）、市長申立ての要否、候補者の検討等 

       ※後見人候補者選定用チェックリスト活用 

       ※必要に応じて随時開催 

     c ケース進行管理 

※別紙「権利擁護支援 相談・進行管理シート」を活用予定 

   (ｴ) 市民後見人養成及び支援業務 

a 市民後見人登録者へのフォローアップ研修実施 

    法人後見における身上保護及び日常生活自立支援事業における福祉サー

ビス利用援助等の見守り活動を行う上で、必要と考えられる知識の習得およ

び情報交換の場を設けることで、支援員それぞれの個別援助技術の維持向上

を図る。 

対 象 

会 場 

内 容 

 

 

実施時期 

令和元年度市民後見人養成研修修了者 18 名 

つくばボランティアセンター会議室（筑穂 1-10-4 大穂庁舎 2 階） 

日常生活自立支援事業から成年後見制度に移行した事例の考察 

※制度利用と支援の実際及び今後の方向性について事例検討をとおして学

びを深める。 

令和４年８月予定 

   (ｵ) 後見人支援業務 

     a 「(ｳ)」と連動した後見チーム体制の構築支援 

b 親族後見人を対象にした相談会（案） 

対 象 

会 場 

内 容 

 

 

実施時期 

親族後見人として活動している方 

つくばボランティアセンター会議室（筑穂 1-10-4 大穂庁舎 2 階） 

専門職を招き、後見活動の中での困りごとを相談会を座談会形式で開催 

※親族後見人の方との繋がりをつくる。何か困りごとがあったときの相談

窓口として社協を 

令和４年 11 月予定 

   (ｶ) 地域連携ネットワークの構築業務 

  a つくば市成年後見制度推進事業運営委員会の開催協力（年２回) 

    ※開催時期／令和３年６月、令和４年３月予定 

    ※つくば市成年後見制度利用支援会議の同日開催可能性あり 

     b 関係機関や民間ネットワーク等による事例検討会への参加 

 つくば市圏域別地域ケア会議 

つくば市生活支援体制整備事業第２層会議など 

       ※開催時期／年間予定表あり 
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  イ 法人後見業務 

   (ｱ) 法定後見受任（令和４年３月末現在） 

     ８人（類型／後見７人、保佐１人） 

      ※身上保護活動の一部を法人後見支援員が実施 

      ※本会活動に協力実績のある弁護士とアドバイザリー契約を結び、法人後

見活動の法律行為について、実務上のアドバイスを仰ぐ。 

（アドバイザー） 

山田 昌典氏（つくば法律事務所弁護士、10,000 円／時間） 

   (ｲ) 法人後見監督人受任業務 

     家庭裁判所の選任により受任 

      ※令和４年３月末日現在、受任なし 

(ｳ) 法人後見受任審査会（任期１年/令和５年３月 31 日まで） 

つくば市社会福祉協議会が候補者となることの事案について審査 

 

 

 (2) 日常生活自立支援事業（茨城県社会福祉協議会委託／2,715 千円） 

認知症高齢者や知的障害・精神障害等で、判断能力が不十分な方を対象に、専 

門員や生活支援員により、利用者が自立した地域生活を送れるよう支援する。 

 ア 福祉サービス利用援助（基本サービス） 

福祉サービスに関する情報提供、助言、利用手続き援助、利用料等支払手続き援

助、苦情解決制度の利用手続き援助、行政・サービス提供機関からの通知の確認

等援助、その他福祉サービスの適切な利用に必要な一連の援助 

 イ 日常的金銭管理サービス（付随サービス） 

年金・手当等受領確認の援助、日常的な生活費の預金払戻しの援助、医療費支払

い手続きの援助、税金等、公共料金、家賃、地代、日用品等の代金を支払う手続

きの援助 

 ウ 書類等の預かりサービス（付随サービス、銀行貸金庫保管） 

預貯金通帳や証書、不動産権利証、不動産契約証、実印、印鑑登録カード、その

他実施主体が適当と認めた書類 

（任期／令和４年４月1日から令和５年３月31日まで）

№ 氏　　名 選出区分 資格・役職 所属

1 萩原　直木（再任） 医療関係者 医師 とよさと病院

2 漆川　雄一郎（新任） 司法関係者 弁護士 学園の森法律事務所

3 椎名　清和（再任） 学識経験者 准教授 つくば国際大学

4 佐藤　裕光（再任） 司法関係者 司法書士 佐藤　裕光司法書士事務所

5 岡田　治美（新任） 行政関係者 課　長 つくば市福祉部障害福祉課

6 会田　延男（再任） 行政関係者 課　長 つくば市福祉部地域包括支援課

（敬称略、順不同）
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  エ 利用対象者 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者など判断能力が不十分な者、日常生活を

営む上で必要となる事項につき自己の判断で適切に行うことが困難であると認

められる者、支援計画に定める援助にかかる契約の内容について判断し得る能

力を有していると認められる者 

※利用者数 27 名（令和４年３月末現在） 

内訳／認知症高齢者 14 名、知的障害者４名、精神障害者９名 

（内、生活保護受給者９名） 

オ 実施体制 

a 生活支援員／18 名 

（令和４年４月１日現在） 

※専門員及び支援員は、基幹型社協であるつくば市社会福祉協議会で雇用し、

実施社協の茨城県社会福祉協議会に登録する。 

カ 活動拠点 

本部及び南支所を活動拠点とし、効率的な支援活動を実施する。 

  ※通常支援日／月曜日から金曜日（原則、月２回程度） 

  ※利用者の要望に応じて緊急支援あり 

キ 契約締結審査会 

  利用希望者の契約を締結する能力に疑義がある場合に、専門的見地から審査を行

って、契約の適正さを確保するとともに、利用者を援助する際の留意点などの助言

を行う機関として茨城県社会福祉協議会が設置している。 

※委員／法律専門家、医療専門家、福祉専門家、その他学識経験者 

※毎月 1 回開催 

 

 (3) あんしん生活支援サービス事業（つくば市社協事業／276 千円） 

認知症等のため判断能力が低下して生活に支障が生じた場合に備え、定期訪問や

個別サービスを行う「見守り契約、財産管理契約」、亡くなった後のご本人の希望を

実現する「死後事務委任契約」と、判断能力が低下した時に支援する 「任意後見契

約」をパッケージで提供する。 

ア 実施サービス 

  任意後見制度へ円滑に移行するため、次の委任契約サービスを実施する。 

 (ｱ) 見守り契約(任意後見契約と併用) 

支援する人がご本人と定期的に面談や連絡を行い、ご本人の生活状況及び健

康状態を把握して、任意後見の開始時期を判断する。 

 (ｲ) 財産管理契約 

自分の財産の管理や、その他生活上の事務について、具体的な管理内容を決
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めて、つくば市社会福祉協議会に委任する。 

 (ｳ) 死後事務委任契約 

亡くなった後の諸手続き、葬儀、埋葬、家財の片づけなどの手続きをつくば

市社会福祉協議会に委任する。 

※公正証書遺言作成支援含む（ケースによっては遺言執行者就任あり） 
  イ 利用対象者 

つくば市民で判断能力のある、ひとり暮らしの高齢者もしくは高齢者夫婦世帯、

または障害のある方で次に該当する方 

(ｱ) 紛争性がないこと 

(ｲ) 身上監護と日常的な金銭管理が中心であること 

(ｳ) 他に信頼できる支援者がいない方 

  ウ 利用料 

   (ｱ) 契約手続き支援料 

30,000 円(初回のみ徴収、公正証書作成に至る訪問支援含む) 

   (ｲ) 基本料金(見守り活動、財産管理活動) 

月額 3,000 円（貸金庫使用料含む） 

   (ｳ) 個別サービス利用料 

１時間 1,500 円（１時間以降 30 分ごとに 750 円加算） 

  エ その他 

   (ｱ) 個別サービスとは、財産管理契約に基づいた、金融機関等での預貯金の出し

入れ等の直接支援をいう。 

(ｲ) 任意後見公正証書作成料、公正証書遺言作成料に係る実費は自己負担とする。 

(ｳ) 任意後見人及び任意後見監督人の月額報酬は自己負担とする。 

(ｴ) つくば市社会福祉協議会職員がサービス提供する。 



第二期成年後見制度利用促進基本計画

の策定について

厚生労働省社会・援護局
地域福祉課成年後見制度利用促進室

1

参考資料５



成年後見制度の概要と利用促進の取組経緯

○ 成年後見制度は、民法の改正等により平成１２年に誕生した制度であり、認知症や知的障害・精神障害により財産管理
や日常生活に支障がある人の法律行為を支える制度である。「法定後見制度」と「任意後見制度」がある。

○ 「法定後見制度」は、判断能力が低下した際、裁判所により後見人等を選任する仕組み。「任意後見制度」は、判断能力
があるうちに、本人が任意後見人をあらかじめ選任しておく仕組みである。

○ 令和３年度は基本計画の最終年度であることから、令和３年３月から｢成年後見制度利用促進専門家会議｣で第二期基本
計画の検討を開始。

○ 専門家会議６回（３つのＷＧで合計１３回）の検討を経て、令和３年12月15日に「最終とりまとめ」を実施（12月22日公表）。

令和４年１月21日から２月18日までにパブリックコメントを実施。令和４年３月25日に第二期基本計画を閣議決定。

１．制度の概要

３．基本計画の見直しについて

○ 成年後見制度が十分に利用されていないことから、平成28年4月に成年後見制度利用促進法（議員立法）が成立。
平成29年3月、同法に基づく成年後見制度利用促進基本計画（期間はH29～R3年度の５年間）を閣議決定。

※ 認知症高齢者は令和２年には約６００万人（推計）に、令和７年には約７００万人になる見込み。一方、利用者数は令和２年末時点で約２３万人。

○ 基本計画では、成年後見制度の広報や相談等を各地域で担う体制の整備などの成年後見制度の利用促進に関する施
策を定め、最高裁や法務省等の関係省庁と連携の下、計画的に取組を推進。

２．成年後見制度利用促進の取組経緯
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令和3年
3月29日 ● 第７回 専門家会議

・関係各省庁・最高裁から取組報告
・成年後見制度利用促進の現状確認
・検討の進め方とＷＧの設置
・各委員からの意見 「現行計画と取組
に対する考え等」

4月～ ● ワーキング・グループで検討開始

○ 地域連携ネットワークＷＧ（7回）

○ 成年後見制度の運用改善等ＷＧ

（１回）

6月28日 ● 第８回 専門家会議

・関係各省庁・最高裁から取組報告
・各ＷＧにおける主な意見の確認
・委員意見交換

7月30日 ● 第９回 専門家会議

・「次期基本計画」中間とりまとめ（案）

に係る意見交換等

8月4日 ● 次期成年後見制度利用促進基本計画
中間とりまとめ 公表

【参考】成年後見制度利用促進専門家会議のスケジュール等について

8月24日 ● 第10回 専門家会議
・委員及び当事者団体等からの意見
「現場から見た中・長期的課題について」

9月～ ● ワーキング・グループで検討継続

○ 福祉・行政と司法の連携強化ＷＧ （2回）

○ 成年後見制度の運用改善等に関するＷＧ

（3回）

10月25日 ● 第11回 専門家会議
・次期基本計画初年度（令和４年度）の
事業案（概算要求）報告
・各ＷＧにおける主な意見の確認
・委員意見交換

12月15日 ● 第12回 専門家会議
・「次期基本計画」（案）に係る意見交換等

12月22日 ● 「第二期成年後見制度利用促進基本計画
に盛り込むべき事項について」を公表

令和４年
1月21日 ● パブリックコメントの実施（～2月18日）

3月 ● 成年後見制度利用促進会議で
「第二期基本計画」（案）の承認

● 「第二期基本計画」閣議決定



第二期計画における対応
（令和４年度～８年度）

○ 成年後見制度の見直しに向けた検討と
権利擁護支援策の総合的な充実

・ 後見人等が選任されると、判断能力が回復し
ない限り、預貯金の解約等の課題解決後も成年
後見制度の利用が継続して、本人のニーズ変化
に対応できないこと（制度があまり利用されな
い）

・ 成年後見制度（民法）の見直しに向けた検討を実施

・ 成年後見制度以外の権利擁護支援策の検討を実施

(民間事業者・寄付による権利擁護支援への取組等を促す

ため方策の検討。検討を踏まえ福祉制度・事業の見直しを検討)

第一期計画の課題と第二期計画における対応について

・ 後見人等が本人の意思を尊重しない場合があ
ること ※親族 20%

親族以外80%(うち弁護士26%、司法書士38%)

○ 成年後見制度の運用の改善
・ 家庭裁判所と地域の関係者の連携により、本人にとって適

切な後見人の選任や状況に応じた後見人の交代を実現。都道

府県による意思決定支援研修の実施。

・ 都道府県の機能強化(都道府県レベルの法律専門職・家庭

裁判所を含めた会議体の設置等)により地域連携ネットワー

クを全市町村で早期に整備(整備率はR2.10月:15%、R3年度末

見込み:44%)

・ 地域連携ネットワークの計画的整備のため、全市町村で基

本計画を早期に策定(策定率はR2.10月:16%、R3年度末59%)

・ 市民後見人や法人後見の担い手の育成(都道府県が育成方

針策定) ※担い手の支援は地域連携ネットワークで実施

・ 最高裁・家庭裁判所で適切な後見人報酬の算定に向けた検

討を実施。併せて報酬助成事業の見直しを含めた対応を検討

・ 成年後見制度の見直しの検討の際、報酬のあり方も検討。

併せて関係省庁で報酬助成等の制度のあり方も検討

○ 後見人への適切な報酬の付与

○ 地域連携ネットワークづくりについて

○ 後見人の報酬について

○ 成年後見制度とその運用について

○ 地域連携ネットワークづくりの推進

・ 後見人等の専門性や事務の内容に見合った報
酬額の決定が必ずしもされないこと

・ 小規模市町村を中心に、本人の権利擁護支援
を適切に行う地域連携ネットワーク（行政・福
祉・法律専門職・家庭裁判所の連携のしくみ）
の整備が進んでいないこと

・ 高齢者の増加に伴う制度の利用ニーズ増に対
応するための担い手確保

・ 市町村により報酬助成事業の実施状況が異な
ること

第一期計画における課題
（平成２９年度～令和３年度）
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2021年4月1日

第二期成年後見制度利用促進基本計画 概要

～尊厳のある本人らしい生活の継続と
地域社会への参加を図る権利擁護支援の推進～
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